
（単位：千円）

交付金
国県

支出金
その他

一般
財源

1 民 生 費 定 額 減 税 ・ 補 足 給 付 金 給 付 事 業 税 務 課 111,924 111,924
定額減税対象者のうち定額減税可能額が税額を上回り減税しきれない見
込みの方へ、定額減税を補足する額を給付し、経済負担を軽減した。

2 民 生 費
価格高騰緊急支援給付金給付事業
（ 新 た な 非 課 税 世 帯 等 ）

住 民 生 活 課 23,462 23,462
令和５年度均等割のみ課税世帯及び令和６年度新たに非課税又は均等割
のみ課税となった世帯へ１世帯あたり10万円を給付並びに当該世帯の子
ども１人あたり５万円を給付し、経済負担を軽減した。

3 民 生 費
価格高騰緊急支援給付金給付事業
（ 非 課 税 世 帯 ３ 万 円 給 付 等 ）

健 康 福 祉 課 69,522 63,754 5,768
令和６年度非課税世帯へ１世帯あたり３万６千円（うち県独自加算６千
円）を給付並びに当該世帯の子ども１人あたり２万円を給付し、経済負
担を軽減した。

4 総 務 費 会津鉄道運行維持継続緊急支援事業 総 合 政 策 課 869 869
軽油が主動力であるディーゼル列車の運行により経営への影響が大きい
会津鉄道へ、福島県及び沿線市町で動力費の影響額相当を支援し、県民
（沿線住民）の交通手段を維持・確保した。

5 商 工 費 生 活 応 援 商 品 券 給 付 事 業 商 工 観 光 課 68,698 68,698
全町民へ地元商店のみで利用できる商品券を１人あたり５千円分給付
し、家計負担を軽減するとともに、地元商店の売り上げ向上へも寄与し
た。

274,475 268,707 5,768

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業（令和６年度実施計画分）
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